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は じ め に

本稿は，日本企業が海外子会社に対して行っているマネジメントの実態を明らかにす
るためアンケート調査のデータに基づき，海外子会社に対して機能している複数のコン
トロール・システム間の関係について，統計的手法を利用して検証するものである。
筆者が過去の論文においても明らかにしたが，複数のコントロール・システムが併存
する「コントロール・パッケージ」の概念が，海外子会社のマネジメントにおいても適
合することを，実証的に明らかにしている。本稿においても，過去の実証研究におい
て，行った方法論を踏襲しながら，筆者を含む研究グループにおいて，2019年に実施
したアンケート調査により収集された大量サンプルデータを用い，日本企業の海外子会
社管理において，特に理念コントロールと会計コントロールが，海外子会社に対するコ
ントロール・システムとして，どのように利用されているのかを検証する。

Ⅰ 4つのコントロール・レバーと緊張関係

経営理念など，企業が構成員に対して行動の規範となるような指針に基づくコント
ロールは，マネジメント・コントロールに関連したものとして，Simons（1995）を挙げ
ることができる。Simons（1995）においては，4つのコントロール・レバーとして，理
念コントロール（belief system），境界コントロール（boundary control），診断的コント
ロール（diagnostic control），相互作用的コントロール（interactive control）の 4つの
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モードが示されている。このうち，理念コントロール（belief system）は，企業の経営
理念や価値観などを浸透させることにより，企業にとって望ましい方向に従業員の行動
をコントロールするものである。境界コントロールとは，従業員の行動に一定の枠を嵌
めるものであり，コンプライアンスや行動規範のようなものである。
また，診断的コントロールとは，典型的には予算管理システムに代表されるような基
準と実績の比較を行うことによる機械的なコントロールである。これに対して，相互作
用的コントロールとは，コントロールする側とされる側がコミュニケーションを通じ
て，環境変化などの前提条件の変化を織り込みながら，事前に設定した基準を場合によ
っては，修正しながらコントロールの妥当性を維持するというものである。
Simons（1995）においては，診断的コントロールと相互作用的コントロールが対極に
あり，理念コントロールと境界コントロールがもう一つの対極にあるとの説明がなされ
ている。すなわち，理念コントロールが企業理念や企業文化を通じて，従業員に対して
積極的な行動を求めることがあるが，それが過剰になると企業理念や企業文化が最優先
となり，場合によっては法令違反や倫理的に望ましくない行動を促進する可能性があ
る。それを抑制するために境界コントロールがコンプライアンスや倫理的な行動を求め
る，というブレーキの役割を果たしている。同様に，診断的なコントロールが強調され
すぎると，機械的なコントロールが強調され，短期的な視点に陥ることや，環境の急激
な変化を十分にとらえることができなくなってしまう恐れがある。そこで，相互作用的
コントロールが環境変化をとらえてより有機的かつ柔軟なコントロールが欠点をカバー
すると思われる。
しかし，その後の Simons の著書においては，一見，対立するコントロール・モード
が tension（緊張関係，引っ張り合い；以下ではテンションと記述）を生み出すが，こ
れらのテンションを巧みにコントロールすることが強調されている。

Ⅱ 複数のコントロール・システムの利用：
Malmi＝Brown（2008）による

コントロール・パッケージのフレームワーク

Malmi＝Brown（2008）では，従来のマネジメント・コントロール・システム（以
下：MCS と記述）に関する実証研究において，結論に関して一貫性がない理由として，
MCS を個別にしか捉えていないためであるとしている。実際には，複数の MCS が同
時に用いられており，これらの MCS 間の相互作用や相互依存性についての視点が欠落
しているとして，コントロール・パッケージのフレームワークを主張している。彼らの
提唱するコントロール・パッケージのフレームワークは，図表 1に示されている。
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図表 1の主な構成要素に関する定義と具体例については，図表 2にまとめられている。
図表 1および 2からも理解できるように，MCS パッケージには，様々なコントロー
ル・システムから構成されている。伝統的な MCS あるいは管理会計システムの中核を
なすサイバネティック・コントロールや文化によるコントロール，伝統的な管理システ
ムなど 5つに分類された MCS から構成されている。
このようなコントロール・パッケージのフレームワークは，海外子会社のマネジメン
トにおいて，マネジメントの実態を説明する際に，有効なフレームワークであると思わ
れる。

図表 1：MCS のパッケージ

文化によるコントロール

クラン・コントロール 価値観 シンボル

計画 サイバネティック・コントロール
報酬システム

長期計画 行動計画 予算 財務的な
測定システム

非財務的な
測定システム

ハイブリッドな
測定システム

管理的なコントロール

ガバナンス構造 業務構造 方針と手続き

（出所：Malmi＝Brown（2008），p.291）

図表 2：MCS のパッケージの内容

構成要素 定義 内容

計画 事前のコントロール，組織の機能領域ごとの目標設定，
それらに向けた注力と行動，目標達成に関連した標準の
設定と努力と行動のレベルの明確化，組織の機能領域を
横断して目標一致とそれによる集団と個人のコントロー
ル

行動計画：通常は 12か月間の目標
と行動を策定，日常的なルーチンに
焦点。長期計画：中・長期にわたる
目標と行動の策定，より戦略的な視
点

サイバネテ
ィック・コ
ントロール

サイバネティック・コントロールの 5つの特徴：①前提
となる事象，活動またはシステムを可能にする量的な測
定，②目標あるいは業績の設定，③活動の成果と目標を
比較を可能にするフィードバックのプロセス，④フィー
ドバックがもたらす差異分析，⑤システムの行動あるい
は前提となる活動の修正

予算，財務的な測定，非財務的な測
定，バランス・スコアカードのよう
な財務的，非財務的な測定を組み合
わせたハイブリッドシステム

報酬システ
ム

努力の方向性，期間，集中度をコントロールするため
に，報酬と結びつけることを通じた，動機づけと個人あ
るいはグループの業績の向上

報酬とのリンクや目標達成度に応じ
た報酬

管理的コン
トロール

管理的コントロール・システム：従業員の組織化（組織
設計や構造）を通じて従業員の行動を指示する。行動の
モニタリングや行動に対する説明責任（ガバナンス）；
タスクや行動がどのように実行されたかあるいはされな
いかを特定するプロセスを通じたコントロール

組織の設計，構造；企業内のガバナ
ンス構造；手続きや方針

（出所：Malmi＝Brown（2008），p.291，一部省略）
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それらの企業においては，「結果によるコントロール」「プロセス・コントロール」
「文化によるコントロール」がパッケージとして活用されていることが，明らかにされ
てい

1
る。特に日系企業の場合には，自社の経営理念や行動規範のような価値観の浸透

を，国内のみならず海外子会社においても，その浸透を図っている企業が少なくない。
このことは，日本企業にとって経営理念や共通の価値観を持つことが，MCS パッケー
ジの構成要素である「文化によるコントロール」として，MCS の一環をなしていると
いうことと言える。

Ⅲ コントロール・システム間の競合性と補完性

前述したように様々なコントロール・システムがそれぞれの役割を担っていることが
明らかにされてきている。Van der Kolk et al.（2020）においては，過去の理論研究や実
証研究をレビューして，複数のコントロール・システム間の緊張関係（tension）を明ら
かにするとともに，それらの変動性や複雑性についても言及している。緊張関係の変動
性（dynamic tension）については，過去の実証研究等において言及されているが，彼ら
は，複雑性について注目している。特に複雑性の原因について，コントロールシステム
間の競合性と補完性にあるとしている。競合性とは，コントロール・システムを組み合
わせることがマイナスの効果を生み出すことであり，補完性とはコントロール・システ
ムを組み合わせることがプラスの効果を生み出すことであるとしてい

2
る。すなわち，競

合性とは，それぞれのコントロール・システムが，真逆の方向に引っ張り合うことによ
る緊張関係を生み出していることになる。このような関係にあるコントロール・システ
ムは，それらを場面や局面に応じて適切に使い分けることが重要であり，同時に使用す
ることはアクセルとブレーキを同時に踏むことになり，無用な緊張関係を組織内に生じ
ることになる。前述の Simons による 4つのコントロール・レバーの記述においては，
理念コントロールと境界コントロールの関係がこれに相当すると思われる。
これに対して，補完性とは，これらのコントロール・システムを組み合わせることに
より，相互のコントロール・システムの弱点をカバーすることにより，その効果を増大
させるものと言えよう。これも同様に Simons による 4つのコントロール・レバーの記
述においては，診断的コントロールと相互作用的コントロールの関係がこれに相当する
と思われる。
彼らは，これらのコントロール・システム間の関係を実証するために，オランダの地
方自治体における詳細なケーススタディを実施している。対象となった地方自治体の 2
────────────
１ 窪田他（2014），p.46-47.
２ Van der Kolk et al.（2020）pp.1-2.
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つの部門のコントロール・システムについて記述したものが，図表 3である。
図表 3からもわかるように，ケースの対象事例は，企業ではなく地方自治体という非
営利組織ではあるが，企業とも共通するコントロール・システムが列挙されている。文
化によるコントロールには，部門ごとの相違点や共通点が記述されている。結果による
コントロールは，営利企業の場合には，会計情報を活用したコントロール・システムに
相当すると考えられる。Simons の診断的コントロールにも，共通するものがある。
このように，非営利組織であれ，複数のコントロール・システムの要素が存在するこ
とが示されており，これらに競合性と補完性が存在することが，前述したような複雑性
を生み出す原因となっている。

Ⅳ 日本企業の海外子会社マネジメントにおける
コントロール・システムの役割

前節までの検討のように，マネジメント・コントロール・システムにおいて複数のコ
ントロール・システムが併用されていることを明らかにしたが，本節では，筆者が属す
る研究グループが実施したアンケート調査により，収集したデータを用いることによ

図表 3：キーとなるコントロール・システムの要素

メインテナンス部門 政策部門
人的コントロール
・新規採用者の選択について技術的なスキルと既
存のグループとの適合性に注目する。
・訓練の機会が頻繁に提供され，管理者によって
参加を推奨される

人的コントロール
・新規採用の選考プロセスを重視
・指導者が職員やスタッフをサポート
・教育・訓練への要求が推進され，承認される。

文化によるコントロール
・管理職と職員は，直接のコミュニケーションを
取ることを推奨される。
・非公式な相互モニタリングが行われる。
・会議中のユーモアが非公式な文化
・事務職チームはオフィスにおり，作業チームは
ほとんど路上にいる。

文化によるコントロール
・相互モニタリングと水平的なフィードバックが
管理職によって推進
・部門内の個人主義的文化は，高いレベルの自律
性と職務の自己完結性により，維持されている。
・オフィスは同僚の一人とシェア

結果によるコントロール
・作業時間に関する成果情報や成果はソフトウェ
アシステムにより測定される。
・職務の適時性や有効性は成果の重要な次元であ
る。
・結果と報酬のリンクは弱い

結果によるコントロール
・個人の業績についての成果情報は，ほとんど主
観的である。
・結果と報酬のリンクは弱い。

行動のコントロール
・日常の活動に関する詳細な記録
・メインテナンス業務に関する安全上の手順
・よいチームワークに対する少額の報酬
・反復的な業務に関する作業の流れ図
・問題解決については，規定された手続きはほと
んどない。

行動のコントロール
・手続きに関してはあまり注意を払わない。
・アドバイザーは，物事が正しく行われているこ
とに対して責任を負う。

（出所：Van der Kolk et al．（2020）p.3．一部省略）
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り，日本企業の海外子会社マネジメントにおいても，同様に複数のコントロール・シス
テムが併用されているとともに，それらの相互の関係について明らかにする。特に，日
本企業の特徴である経営理念の浸透を通じた理念コントロール（文化によるコントロー
ル）と会計的なコントロールの相互関係に焦点を当てて分析を行う。
特に日本企業は，理念コントロールを強調する企業が多いと言われている。拙稿にお
いても，指摘しているが，久保他（2005）においては，Peters＝Waterman（1982）で
は，明確にされていなかった経営理念と業績との因果関係を，日本企業に特徴的なガバ
ナンスのあり方と関連づけている。すなわち，日本企業のガバナンスのあり方は，アメ
リカ型の株主主権型とは異なり，「企業は従業員を含めた様々なステークホルダーのも
の」というステークホルダー型が主流であるとしてい

3
る。このような日本企業に特徴的

なステークホルダー型企業においては，企業の目的が自明ではないために，企業の構成
員がいかなる行動をとるべきなのか知ることが容易ではなく，各構成員の行動が適切か
どうかを判断することが困難であると主張してい

4
る。このような状況下において企業が

構成員の行動をコントロールする手段として，経営理念の存在が一定の役割を果たして
いると考えられる。
また，日本企業においても強固な経営理念を持つ企業が注目を集めている。たとえ
ば，「アメーバ経営」で有名な京セラは，「アメーバ」と呼ばれる小集団に収益責任ある
いは利益責任を負わせる代わりに，大幅な権限委譲を行っている。しかし，このような
小集団に権限委譲を行い，部分的にではあるにせよ利益責任を持たせると，個々のア
メーバが自己の利益を最大化することを優先する部分最適化を行うことが危惧される。
そこで，彼らが「経営哲学」としている「京セラフィロソフィー」と呼ばれる強固な経
営理念の浸透が，そのような行動を防ぐ重要な役割を果たしている。そこでは，自己の
利益のみを追求することではなく，会社全体ひいては社会全体の利益を追求することが
強調されている。このように，経営理念が単なる「スローガン」ではなく，経営管理シ
ステムとして機能していることが指摘されてい

5
る。

1）アンケート調査の概要
アンケート調査は，2012年にほぼ同様の質問項目で実施した質問票調査の経時的な
調査の意味を持ってい

6
る。目的は，日本企業が行う本社による海外子会社の管理実態を

明らかにするとともに，それらに関連する管理会計システムの役割を解明しようという
ものである。なお，調査項目の記述統計に関するすべてのデータは，拙稿（2020）を参
────────────
３ 久保他（2004），p.113.
４ 同論文，p.113.
５ 「アメーバ経営」については三矢（2003），アメーバ学術研究会（2010）等を参照されたい。
６ 2012年の調査結果の概要については，中川（2013）を参照されたい。
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照されたい。

① 調査対象
調査対象は，海外に子会社を有する日本企業とした。この場合，海外子会社をどのよ
うに定義するかであるが，海外子会社には様々な形態がある。しかし，マネジメントの
上で問題となるのは，少なくとも販売機能を有した子会社であり，出資だけを行ってい
る場合には，本稿が課題としているような大きなマネジメント上の問題は，生じないも
のと思われる。したがって，本稿において対象となる企業は，少なくとも販売機能を有
した海外子会社を有している日本企業である。
アンケートの送付先は，商用データベースから，海外事業を担当すると思われる役職
名（国際○○，海外○○）や，海外事業を担当する役員（上場企業および非上場企業）
を抽出して，送付対象とした。アンケートの発送数は，3444通，有効回答数は 342通
であり，回収率は 9.9％であっ

7
た。近年，郵送質問票調査の回収率は，かなり低くなっ

ているが，本調査は，送付先を上場企業に限定しなかったことや，発送数が 3444とい
う多数であったため，回収率も比較的高いと思われるが，調査方法をほぼ踏襲した前回
調査よりは，やや低くなってい

8
る。

② 回答企業の概要
（1）業種別の分布
回答企業の業種別の内訳については，図表 4のとおりである。
大分類の業種では製造業が最も多くなっており，製造業の中では，機械，電機，輸送
用機器という加工組立型産業の比率が高くなっている。
質問票では，海外子会社が複数ある場合には，回答企業にとって主要な事業である海
外子会社の 1社を対象として，回答するにように要求しているので，以下の回答は，回
答企業が想定している海外子会社に関する回答ということになる。

────────────
７ 回収期限の締め切り後に 5通が送付されてきたが，新型コロナウイルスの感染拡大の影響で，郵便の配
送が大幅に遅延したためであり，データとして含めることにした。しかし，締切り後の回収数が極端に
少ないため，遅く回答したことによるバイアスの有無は，検証できない。また，アンケートの送付後
に，「販売機能を有している海外子会社は存在しない」等の理由により，回答できない旨の返信が十数
社からあった。これらは，本来は調査対象から除外されるべきであるので，実質的な回収率はもう少し
高くなると思われる。

８ 前回調査の回収率は，12.4％であった。
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（2）所在地別の状況
海外子会社に関する属性のうち，回答対象となった子会社の所在する国等についての
みを取り上げる。アンケートでは，海外事業の中でも主要な海外子会社に関する回答を
求めている。回答の対象となった海外子会社の所在地は，中国とアメリカがともに 73

社で最も多く，次いでタイ（39社），インドネシア（19社）という順になっている。こ
れは，前回調査とほぼ同様の結果となっている。
地域別にみても，東アジアと東南アジアで，全体の約 60％を占め，北米が全体の約

25％を占めている。ただし，回答中，複数の国や地域あるいは，地域全体を回答して
いるものがあったため，それらは除外している。

図表 4：回答企業の業種別内訳

回答数 比率 回答数 比率
⎧
⎭⎫
｜
｜
｜
｜
｜
｜
｜

｜
⎩

製造 177 51.6％ ガラス・土石製品 7 4.0％

商業 53 15.5％ ゴム製品 4 2.3％
水産 2 0.6％ パルプ・紙 0 0.0％
石油・鉱業 4 1.2％ 医薬品 4 2.3％
運輸・情報通信業 24 7.0％ 化学 19 10.7％
金融・保険業 29 8.5％ 機械 38 21.5％
建設業 28 8.2％ 金属製品 9 5.1％
サービス 18 5.2％ 非鉄金属 2 1.1％
不動産 5 1.5％ 精密機械 2 1.1％
電力・ガス 2 0.6％ 電気機器 27 15.3％
無回答 1 0.3％ 輸送用機器 24 13.6％
合計 343 100.0％ 繊維製品 5 2.8％

鉄鋼 8 4.5％
石油・石炭製品 1 0.6％
食料品 16 9.0％
その他製品 11 6.2％
合計 177 100.0％
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③ 経営理念の浸透に関する実態
ここで，理念コントロールと会計コントロールの相互関係について分析を行う前に，
理念コントロールに関する質問項目とそれらの記述統計量について，示すこととする。
図表 7は，経営理念に関する質問項目であり，図表 8は，質問項目の記述統計量であ
る。

図表 5：国別内訳（国名，度数，全体に占める割合）

国・地域 件数 ％ 国・地域 件数 ％
アメリカ 73 22.19％ チリ 1 0.30％
アラブ首長国連邦 1 0.30％ ドイツ 7 2.13％
アルゼンチン 1 0.30％ トルコ 1 0.30％
イギリス 7 2.13％ ニューカレドニア 1 0.30％
インド 9 2.74％ ネパール 1 0.30％
インドネシア 19 5.78％ パナマ 1 0.30％
オーストラリア 7 2.13％ フィリピン 2 0.61％
オランダ 2 0.61％ ブラジル 4 1.22％
カナダ 3 0.91％ フランス 6 1.82％
韓国 6 1.82％ ベトナム 14 4.26％
カンボジア 1 0.30％ 香港 9 2.74％
シンガポール 19 5.78％ マレーシア 7 2.13％
スイス 1 0.30％ 南アフリカ 1 0.30％
タイ 39 11.85％ ミャンマー 2 0.61％
台湾 8 2.43％ メキシコ 2 0.61％
中国 73 22.19％ ルクセンブルク 1 0.30％

合計 329 100.00％

図表 6：所在地域別の件数

地域別 件数 ％
北アメリカ 79 24.01％
南アメリカ 7 2.13％
オセアニア 8 2.43％
ヨーロッパ 25 7.60％
アフリカ 1 0.30％
東アジア 95 28.88％
東南アジア 102 31.00％
南アジア 10 3.04％
西アジア 2 0.61％
合計 329 100.00％
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上記の質問は，本社の経営理念を海外子会社に対してどのように浸透させているのか
を聞いている。まず，質問項目に関する一貫性を検証するために，信頼性分析を行った
が，クロンバックの α の値は，0.855であり，質問項目に関する一貫性は確認できた。
次に各質問項目の記述統計量は，図表 8に示されているとおりである。

④ 会計コントロールに関する質問項目
海外子会社マネジメントに関わる会計コントロールを含む経営管理システムに関する
質問及びそれらに関する記述統計量については，図表 9および図表 10である。

図表 7：海外子会社に対する経営理念の浸透についての質問項目

問 5 海外子会社における経営理念についてお尋ねします．下記の各項目について想定頂いた海外子会社
の実情にあてはまる数字 1つに○印をおつけください．なお，「経営理念」とは，文書化された価値観や信
念を示し，企業理念，社是・社訓，ミッションステートメントとして表記されたものを想定してください．

全くそのよう
なことはない

どちらとも
言えない 全くその通り

① 海外子会社に対しても貴社の経営理念を浸透させること
を重要視している． 1 2 3 4 5 6 7

② 海外子会社の母国語を通じて，貴社の経営理念とその詳
細が示されている． 1 2 3 4 5 6 7

③ 貴社の経営理念を深く理解している人物を海外子会社に
出向させている． 1 2 3 4 5 6 7

④ 海外子会社内のあらゆる場において，経営理念を象徴す
る『マーク』や『ロゴ』が使用されている． 1 2 3 4 5 6 7

⑤ 現地国の価値観や文化を踏まえた経営理念の解釈を海外
子会社に示している． 1 2 3 4 5 6 7

⑥ 海外子会社内にて，貴社の経営理念に関する研修・教育
が頻繁に行われている 1 2 3 4 5 6 7

⑦ グループの一員として相応しい，あるいは社名に恥じな
い行動をとることを，海外子会社に求めている． 1 2 3 4 5 6 7

図表 8：経営理念に関する質問項目の記述統計量

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
問 5-① 343 1 7 5.91 1.325

問 5-② 343 1 7 5.44 1.761

問 5-③ 340 1 7 5.21 1.554

問 5-④ 342 1 7 3.76 1.866

問 5-⑤ 342 1 7 4.52 1.670

問 5-⑥ 343 1 7 3.58 1.857

問 5-⑦ 343 1 7 5.94 1.307

スコアの合計 343 7 49 34.30 8.412

有効なケースの数（リストごと） 340
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図表 9：海外子会社マネジメントに関する質問事項

問 7 貴社による海外子会社管理についてお尋ねします．下記の各項目について想定頂いた海外子会社の実
情にあてはまる数字 1つに○印をおつけください．

全くそうでは
ない

どちらとも
言えない

全く
そのとおり

① 海外子会社に関連する詳細な業務データを収集してい
る． 1 2 3 4 5 6 7

② 海外子会社に業績結果の原因や次の施策方針などについ
て詳細な説明を求めている． 1 2 3 4 5 6 7

③ 海外子会社で生じた異常や不測の事態に対して，親会社
は適宜指示・支援を与えている． 1 2 3 4 5 6 7

④ 業績評価指標を用いて，海外子会社の役割期待の達成度
を把握している． 1 2 3 4 5 6 7

⑤ 海外子会社が担うミッションの成否をどのように判断す
るのかが事前に明確になっている． 1 2 3 4 5 6 7

⑥ 予算実績比較は重要な海外子会社管理手段である． 1 2 3 4 5 6 7

⑦ 海外子会社には非常に厳しい予算目標を課している． 1 2 3 4 5 6 7

⑧ 海外子会社には予算目標の必達を求めている． 1 2 3 4 5 6 7

⑨ 事前に定められた目標との比較を中心に海外子会社の評
価を行う． 1 2 3 4 5 6 7

⑩ 海外子会社の経営陣の報酬は業績連動型である． 1 2 3 4 5 6 7

⑪ 海外子会社の資金計画の策定に貴社が深く関与してい
る． 1 2 3 4 5 6 7

⑫ 海外子会社の短期利益計画の策定に貴社が深く関与して
いる． 1 2 3 4 5 6 7

⑬ 海外子会社の中長期経営計画の策定に貴社が深く関与し
ている． 1 2 3 4 5 6 7

⑭ 海外子会社の役員人事は，貴社が深く関与している． 1 2 3 4 5 6 7

図表 10：海外子会社マネジメントに関する記述統計量

度数 最小値 最大値 平均値 標準偏差
問 7-① 343 2 7 5.66 1.139

問 7-② 343 1 7 5.96 1.046

問 7-③ 343 2 7 5.96 1.030

問 7-④ 343 1 7 5.71 1.362

問 7-⑤ 343 1 7 5.41 1.257

問 7-⑥ 343 1 7 6.01 1.089

問 7-⑦ 343 1 7 4.61 1.333

問 7-⑧ 342 1 7 5.25 1.362

問 7-⑨ 343 1 7 5.42 1.395

問 7-⑩ 343 1 7 4.27 1.882

問 7-⑪ 343 1 7 5.50 1.393

問 7-⑫ 342 1 7 5.43 1.387

問 7-⑬ 343 1 7 5.79 1.215

問 7-⑭ 342 1 7 6.42 .982

有効なケースの数（リストごと） 340
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2）理念コントロールと会計コントロールの関係
まず，最初に理念コントロールと会計コントロールに関する直接的な関係性を分析す
るために，相関分析を行う。理念コントロールに関する 7つの質問項目に関して，質問
項目の一貫性については，前述したようにクロンバックの α により，確認済みである。
会計コントロールについても同様に，予算管理に関する質問である問 7－⑥～⑧につい
て，クロンバックの α は，0.763であった。そこで，問 7－⑨の質問を加えた。問 7－
⑨は，内容からは直接的には会計コントロールを示していないが，診断的コントロール
に該当する項目であるため，広義の会計コントロールとみなして，クロンバックの α

を求めると，0.822に上昇したため，この質問項目を加えることとし
9
た。

────────────
９ クロンバックの α は，質問項目が多くなれば上昇する傾向はあるが，1つ付加して数値が大きく増加し
たので，追加することした。

図表 11：理念コントロールと会計コントロールとの相関分析

問 5-① 問 5-② 問 5-③ 問 5-④ 問 5-⑤ 問 5-⑥ 問 5-⑦ 問 7-⑥ 問 7-⑦ 問 7-⑧ 問 7-⑨
問 5-① 相関係数 .576** .631** .469** .379** .436** .578** .189** .167** .260** .220**

有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.000 0.000
度数 343 340 342 342 343 343 343 343 342 343

問 5-② 相関係数 .576** .440** .394** .417** .372** .407** .211** .233** .247** .206**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
度数 343 340 342 342 343 343 343 343 342 343

問 5-③ 相関係数 .631** .440** .556** .416** .446** .464** .168** .161** .262** .222**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.002 0.003 0.000 0.000
度数 340 340 340 340 340 340 340 340 339 340

問 5-④ 相関係数 .469** .394** .556** .506** .538** .315** 0.051 .189** .193** .160**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.350 0.000 0.000 0.003
度数 342 342 340 342 342 342 342 342 341 342

問 5-⑤ 相関係数 .379** .417** .416** .506** .498** .338** .122* .147** .278** .224**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.024 0.006 0.000 0.000
度数 342 342 340 342 342 342 342 342 341 342

問 5-⑥ 相関係数 .436** .372** .446** .538** .498** .288** .135* .210** .198** .160**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.012 0.000 0.000 0.003
度数 343 343 340 342 342 343 343 343 342 343

問 5-⑦ 相関係数 .578** .407** .464** .315** .338** .288** .258** .181** .301** .329**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.001 0.000 0.000
度数 343 343 340 342 342 343 343 343 342 343

問 7-⑥ 相関係数 .189** .211** .168** 0.051 .122* .135* .258** .428** .479** .628**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.002 0.350 0.024 0.012 0.000 0.000 0.000 0.000
度数 343 343 340 342 342 343 343 343 342 343

問 7-⑦ 相関係数 .167** .233** .161** .189** .147** .210** .181** .428** .531** .422**
有意確率（両側） 0.002 0.000 0.003 0.000 0.006 0.000 0.001 0.000 0.000 0.000
度数 343 343 340 342 342 343 343 343 342 343

問 7-⑧ 相関係数 .260** .247** .262** .193** .278** .198** .301** .479** .531** .625**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
度数 342 342 339 341 341 342 342 342 342 342

問 7-⑨ 相関係数 .220** .206** .222** .160** .224** .160** .329** .628** .422** .625**
有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.003 0.000 0.003 0.000 0.000 0.000 0.000
度数 343 343 340 342 342 343 343 343 343 342
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そこで，理念コントロールに関する問 5の 7つの質問項目と会計コントロールに関す
る問 7の 4つの質問項目の相関関係（スピアマンの相関係数）について分析を行った。
結果は，図表 11のとおりである。
結果からは，問 5－④「海外子会社内のあらゆる場において，経営理念を象徴する

『マーク』や『ロゴ』が使用されている」と問 7－⑥「予算実績比較は重要な海外子会
社管理手段である．」という 2つの変数間の相関を除いて，有意な相関関係が確認でき
た。
この結果からは，理念コントロールと会計コントロールは正の相関関係にあり，理念
コントロールと会計コントロールは，併用されていることが示唆されている。
そこで，別の分析を行って，理念コントロールと会計コントロールの関係について分
析を行う。それは，理念コントロールの利用度の高いグループと低いグループに分割し
て，両グループ間において会計コントロールの利用度に差異があるかどうかを，検証す
るものである。
理念コントロールの利用度による分割の方法は，理念コントロールを示す変数のスコ
アの合計を行い，合計の平均値から 1標準偏差（1 ρ）を引いた値よりもスコアの小さ
いものを理念コントロールの低いグループとし，平均値に 1標準偏差を加えてスコアよ
りも大きいものを高いグループとした。両グループ間において会計コントロールの利用
度を示す変数の平均スコアに有意な差があるかどうかを，Mann-Whitney の U 検定によ
り検証した。結果は図表 12～13のとおりである。

図表 12：平均ランク・順位和

理念高低 度数 平均ランク 順位和
問 7-⑥ 理念低 50 41.36 2068.00

理念高 52 61.25 3185.00
合計 102

問 7-⑦ 理念低 50 39.11 1955.50
理念高 52 63.41 3297.50
合計 102

問 7-⑧ 理念低 50 37.39 1869.50
理念高 51 64.34 3281.50
合計 101

問 7-⑨ 理念低 50 39.42 1971.00
理念高 52 63.12 3282.00
合計 102
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図表 12～13の結果からは，理念コントロールの低いグループと高いグループの間に，
会計コントロールの利用度に有意な差が確認され，理念コントロールの利用度が高けれ
ば，会計コントロールの利用度も高いという結果となった。
さらに，これと逆の分析も実施した。すなわち，会計コントロールの利用度の高いグ
ループと低いグループに分割して，両グループ間に理念コントロールの利用度に差異が
あるどうかを検証した。グループの分割方法は，理念コントロールの場合と全く同じで
ある。結果は，図表 14～15のとおりである。
結果からは，理念コントロールについての高低のグループに分割した際と同じであ
り，会計コントロールの利用度の高いグループは，理念コントロールの利用度も高いと
いう結果となった。

図表 13：検定統計量a

問 7-⑥ 問 7-⑦ 問 7-⑧ 問 7-⑨
Mann-Whitney の U 793.000 680.500 594.500 696.000

Wilcoxon の W 2068.000 1955.500 1869.500 1971.000

Z −3.649 −4.261 −4.744 −4.173

漸近有意確率（両側） 0.000 0.000 0.000 0.000

a．グループ化変数：理念コントロールの利用度

図表 14：平均ランク・順位和

会計高低 度数 平均ランク 順位和
問 5-① 会計低 49 44.79 2194.50

会計高 65 67.08 4360.50
合計 114

問 5-② 会計低 49 42.35 2075.00
会計高 65 68.92 4480.00
合計 114

問 5-③ 会計低 48 46.36 2225.50
会計高 65 64.85 4215.50
合計 113

問 5-④ 会計低 48 46.21 2218.00
会計高 65 64.97 4223.00
合計 113

問 5-⑤ 会計低 48 44.94 2157.00
会計高 65 65.91 4284.00
合計 113

問 5-⑥ 会計低 49 44.83 2196.50
会計高 65 67.05 4358.50
合計 114

問 5-⑦ 会計低 49 40.55 1987.00
会計高 65 70.28 4568.00
合計 114
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Ⅴ 結果の解釈と考察

本稿は，日本企業における海外子会社マネジメントの手段としての，理念コントロー
ルと会計コントロールの関係について分析を行った。結果としては，両者の間には，相
関関係が存在し，両者が併存しながら相互に強い関係があることが確認された。
これは，理念コントロールについては，経営理念や企業の価値観や文化を強調し，浸
透させるコントロールである。このため，その内容はやや抽象度の高い側面を持ってい
る。その一方，会計コントロールは，予算管理システムに代表されるような，事前の計
画通りに遂行することを求められ，会計数値に基づいて，客観的かつ詳細なコントロー
ルを行うものである。
前述したように Simons（1995）においては，理念コントロールと境界コントロール
が，アクセルとブレーキのような競合的な関係にあるが，理念コントロールと会計コン
トロールは，そのような関係にはなく，次元が違うコントロールであるため，両方が強
調されるコントロールが可能となると思われる。
その一方で，相関関係が存在することは，理念コントロールが弱ければ，会計コント
ロールも弱いということになる。これは，前節の後半のグループに分割した平均値の差
の検定からも明らかである。この両方とも弱いということは，海外子会社に対するコン
トロールそのものが弱いことを示唆している可能性もある。
この結果は，過去の実証研究の結果とも一致している。例えば，西居・近藤・中川

（2014）においては，今回のアンケートの調査対象および質問内容がほぼ同じである
データを用いて，図表 16のようなモデルの検証を行っている。
実証の結果は，やはり理念コントロールと会計コントロールの相関関係の存在が確認
されている。その一方で，理念コントロールと会計コントロールが並列の関係にあるの
か，あるいは理念コントロールが強くなれば，会計コントロールが強くなるという因果
配列が成立するのかは，今回の検証によっても明らかにはならない。
他方，理念コントロールに含まれる経営理念の浸透が業績にどのような影響を与える
のかという課題については，過去の実証研究において一部が，実施されている。例え

図表 15：検定統計量a

問 5-① 問 5-② 問 5-③ 問 5-④ 問 5-⑤ 問 5-⑥ 問 5-⑦
Mann-Whitney の U 969.500 850.000 1049.500 1042.000 981.000 971.500 762.000

Wilcoxon の W 2194.500 2075.000 2225.500 2218.000 2157.000 2196.500 1987.000

Z −3.843 −4.412 −3.042 −3.048 −3.422 −3.601 −5.159

漸近有意確率（両側） 0.000 0.000 0.002 0.002 0.001 0.000 0.000

a．グループ化変数：会計コントロールの利用度

理念コントロールおよび会計コントロールに関する検証（中川） （ 677 ）４２５



理念
コントロール

会計
コントロール

プロセスへの
支援・介入

結果
コントロール

計画策定
への関与

ば，経営学の分野においては，過去の欧米の実証研究においては，明確にならなかった
経営理念と業績関係の関係は，久保他（2005）により日本企業を対象とした研究におい
て，経営理念の存在が企業業績にプラスの影響を与えていることが示唆された。
また，拙稿（2016）および（2015）においても，日本本社による海外子会社への経
営理念の浸透と海外子会社に対する成果・行動の満足度についても，プラスの影響があ
るという結果となった。また，会計コントロールについても，海外子会社のマネジメン
トというフレームワークの中で，その関係を検証しようとした研究はあまりないが，拙
稿（2016）においては，プロセスへの支援・介入というコントロールを除いて，会計コ
ントロールが業績目標の達成度に対してプラスの影響を与えているという結果となっ
た。
このように，分析の対象や検証課題は異なるが，理念コントロールと会計コントロー
ルの因果関係に関する分析は，構造方程式モデリングや詳細なケース研究により明らか
にする必要があると思われる。
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